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一般会計決算の概要 
 

各位 ← 梅本 
お忙しいところお手数をおかけしますが、内
容の確認（体裁を含めて）をお願いします。   
〆切：７／２（月） １７時  



区　　　　分 平成29年度 平成28年度 増 減 額 増 減 率

最 終 予 算 額 Ａ 528,906 523,632 5,274 1.0%

歳 入 決 算 額 Ｂ 488,242 485,081 3,161 0.7%

歳 出 決 算 額 Ｃ 483,928 480,061 3,867 0.8%

収 支 差 引額 ( Ｂ －Ｃ ) Ｄ 4,314 5,020 △ 706 △ 14.1%

翌 年 度 繰 越 額 Ｅ 19,615 21,892 △ 2,277 △ 10.4%

う ち 繰 越 財 源 Ｆ 2,497 3,216 △ 719 △ 22.4%

実 質 収 支 ( Ｄ － Ｆ ) Ｇ 1,817 1,804 13 0.7%

（単位：百万円）

１ 決算の全体像 

１ 

 

 ◇歳入は、４，８８２億円。 （対前年度比  ＋ 31億円） 
 

 ◇歳出は、４，８３９億円。 （対前年度比  ＋ 38億円） 
 

（※翌年度に繰り越す財源 25億円（対前年度比 △ 7億円）） 
 

 ◇実質収支は、 １８億円。（対前年度比  ± 0億円） 
 

 ◇県の借金である県債残高は、28年度に引き続き、３年連続決算ベースで減少。 
 

    
 

(単位：億円) 

 （平成29年度末県債残高 10,501億円（28年度末 10,616億円）△115億円） 



 　(単位：百万円、％）

平成29年度 平成28年度

決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ/Ｂ

1 121,032 115,499 5,533 4.8

2 40,435 39,985 450 1.1

3 18,877 18,325 552 3.0

4 555 520 35 6.7

5 156,734 155,356 1,378 0.9

6 343 371 △ 28 △ 7.5

7 837 1,176 △ 339 △ 28.8

8 7,739 7,764 △ 25 △ 0.3

9 60,490 58,748 1,742 3.0

10 2,809 1,506 1,303 86.5

11 189 376 △ 187 △ 49.7

12 7,926 9,829 △ 1,903 △ 19.4

13 5,020 5,989 △ 969 △ 16.2

14 10,631 10,751 △ 120 △ 1.1

15 54,625 58,886 △ 4,261 △ 7.2

16 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 27,579 26,837 742 2.8

合 計 488,242 485,081 3,161 0.7

365,212 356,522 8,690 2.4

比 較

県 債

諸 収 入

繰 越 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

款　　　　　　別

うち主要な 一般財源(1～5､16)

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

県 税

分 担 金 及 び 負 担 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

２ 一般会計 歳入の状況 

２ 

 ◇県税や地方交付税などの増加により、主要な一般財源は、前年度の 3,565億円 
                                    

  から 3,652億円に増加（＋87億円）。  
         

 ◇一方で、繰入金（△19億円）、臨時財政対策債を除く県債 （△50億円）等が減少 
      

   し、歳入全体では、31億円の増加。 
25 
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Ｈ29 Ｈ28 増減額 増減率

156,734 155,356 1,378 0.9% 

　　普通交付税 154,369 153,449 920 0.6% 

　　特別交付税 2,365 1,907 458 24.0% 

27,579 26,837 742 2.8% 

 地方交付税

 臨時財政対策債

単位：百万円、［  ］内は28年度決算額 

県税等 

３ 

   ・地方財政計画では、地方全体の税収増が見込まれたことなどから、地方交付税と臨時 
  

  財政対策債の総額が減少したものの、本県においては、普通交付税算定における基準 
  

  財政収入額の減少等により、全体で21億円の増加。 

地方交付税 

臨時財政対策債 
１８４，３１３ ［１８２，１９３］ ＋２，１２０  ＋１．２％ 

国庫支出金  ６０，４９０［５８，７４８］ ＋１，７４２ ＋３．０％ 

   ・県内経済の活性化による法人２税の増収や、配当割県民税及び株式等譲渡所得割 
     

  県民税の増収などにより、全体で65億円の増加。 

１８０，３４４ ［１７３，８０９］ ＋６，５３５  ＋３．８％ 

   ・平成30年度から開始された新たな国民健康保険制度の財政安定化を図るための国庫 
   

  補助金の増（＋1,682）等により増加。 

Ｈ29 Ｈ28 増減額 増減率

121,032 115,499 5,533 4.8% 

　　個人県民税 47,617 47,566 51 0.1% 

　　法人２税 22,357 20,678 1,679 8.1% 

　　地方消費税 14,887 14,397 490 3.4% 

　　配当割県民税 2,976 2,238 738 33.0% 

　 　株式等譲渡所得割県民税 2,978 1,163 1,815 156.1% 

40,435 39,985 450 1.1% 

18,877 18,325 552 3.0% 

うち地方法人特別譲与税 17,172 16,586 586 3.5% 

 県　　税

 地方消費税清算金

 地方譲与税



単位：百万円、［  ］内は28年度決算額 

繰入金    ７，９２６ ［９，８２９］  △１，９０３  △１９．４％ 

４ 

   ・投資的経費に充当する通常債は、28年度に、防災行政通信ネットワーク再整備事業債 
   

  （△3,191）や農業研究開発センター整備事業債（△2,541）を発行したことなどにより、 
   

   29年度は前年度に比べ減少。 
 

   ・引き続き「選択と集中」の徹底を図るとともに、交付税措置のない県債の発行を抑制。 

 
   ・県債残高は、28年度に引き続き、３年連続決算ベースで減少。 
  
   平成２９年度末県債残高 １０，５０１億円（ 28年度末 １０，６１６億円） △115億円 
 

    平成２９年度末県債残高のうち、交付税措置がなく、県税等で償還する額 
                       ３，７７４億円（ 28年度末  ３，８７３億円） △  99億円 

県  債 
   ５４，６２５ ［５８，８８６］ △４，２６１ △７．２％ 
    うち通常債  27,046［32,049］ △5,003 △15.6% 
       臨時財政対策債 
                          27,579［26,837]  ＋ 742 ＋ 2.8% 

25 

繰越金   ５，０２０［５，９８９］     △９６９  △１６．２％ 

    ・前年度の決算剰余金の減少（ 27年度 2,973 → 28年度 1,804 △1,169 ）による減。    

財産収入   ２，８０９［１，５０６］   ＋１，３０３  ＋８６．５％ 

   ・旧耳成高校跡地の一部（1,052）や旧高田総合庁舎跡地（229）の売却などにより増加。 

   ・大宮通り新ホテル・交流拠点整備や（仮称）登大路バスターミナル整備、市町村との協働 
 

  まちづくりなど、地域の活性化に資する事業を積極的に推進するため、地域・経済活性化 
 

  化基金（2,206）や地域振興基金（220）を活用。 
 
   ・地域医療再生基金や環境保全基金などの国予算を活用した各種基金を財源とした事業が 
 

  28年度で終了したことなどにより、29年度は前年度に比べ減少。 



５ 

３ 一般会計 歳出の状況 

（１） 性質別 
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 ◇義務的経費は、公債費が減少したこと等により、前年度の 2,423億円から 
      

  2,405億円に減少（△18億円）。 
       

 ◇投資的経費は、災害復旧事業費は増加したものの普通建設事業費が減少した 
      

  ことにより、前年度の 708億円から 647億円に減少（△61億円）。 
    

 ◇一般施策経費は、県税収入の増加に伴う県税交付金等の増等により、前年度の 
      

   1,670億円から 1,787億円に増加（＋117億円）。        

白は、真ん中の区分紙 

     (単位：百万円、％）

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度
決 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 増減額(Ａ－Ｂ) Ｃ 増減率　Ｃ／Ｂ

146,891 147,738 △ 847 △ 0.6

う ち 退 職 手 当 14,328 15,498 △ 1,170 △ 7.5

う ち 退 職 手 当 以 外 132,563 132,240 323 0.2

14,956 14,585 371 2.5

78,704 79,954 △ 1,250 △ 1.6

240,551 242,277 △ 1,726 △ 0.7

62,252 68,860 △ 6,608 △ 9.6

補 助 事 業 費 39,016 39,240 △ 224 △ 0.6

単 独 事 業 費 14,422 19,489 △ 5,067 △ 26.0

国直轄事業費負担金 8,814 10,131 △ 1,317 △ 13.0

2,430 1,972 458 23.2

64,682 70,832 △ 6,150 △ 8.7

14,181 14,448 △ 267 △ 1.8

4,231 3,491 740 21.2

133,751 130,659 3,092 2.4

う ち 県 税 交 付 金 等 40,806 37,716 3,090 8.2

16,312 9,117 7,195 78.9

448 376 72 19.1

1,419 2,117 △ 698 △ 33.0

8,353 6,744 1,609 23.9

178,695 166,952 11,743 7.0

483,928 480,061 3,867 0.8

区　　　　分

人 件 費

比　　　　　較

扶 助 費

公 債 費

（ 投 資 的 経 費 ） 小 計

普 通 建 設 事 業 費

（ 義 務 的 経 費 ） 小 計

災 害 復 旧 事 業 費

（ 一 般 施 策 経 費 ） 小 計

合 計

貸 付 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金



  ・退職手当は、支給水準の引き下げ及び定年・勧奨退職者数の減により、減少。 
   

   【参考】退職手当決算額の推移                   

 

 

 

    

  ・退職手当以外については、職員定数を見直した一方で、人事委員会勧告に鑑み給与 
      

   改定を行ったことなどにより増加。 
 

     職員定数 △８７人（知事部局等 ±０人 教職員 △９７人 警察 ＋１０人） 

 

  ・自主的な給与抑制措置は引き続き実施。 
 

     給与抑制措置  特別職  知事 △１０％、副知事・教育長 △５％、常勤監査委員 △４％ 
  

                一般職  部・次長級 △3.0％、課長級 △2.0％、小規模長級 △0.5％ 

扶助費 １４，９５６ ［１４，５８５］ ＋３７１ ＋２．５％ 

 ・指定難病医療費負担（＋170）、精神障害者自立支援医療費負担（＋123）などが増加。 

単位：百万円、［  ］内は28年度決算額 

人件費 
１４６，８９１ ［１４７，７３８］ △８４７ △０．６％ 
   うち退職手当           14,328 ［  15,498］  △ 1,170   △7.5% 
      退職手当以外   132,563 ［132,240］  ＋  323   ＋0.2% 

公債費 
７８，７０４ ［７９，９５４］ △１，２５０ △１．６％ 
     うち元金  69,745  ［69,203］ ＋ 542 ＋  0.8% 
      利子     8,959  ［10,751］ △1,792 △ 16.7% 

  ・臨時財政対策債（元利償還費全額が交付税措置）の償還が増加したこと等により、償還 
    

  元金は増加。 

  

  ・借入利率の低下により、支払利子は減少。 

６ 

➢ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）は、 
 

     ２８年度決算に比べ、１，７２６百万円の減。 
  

      歳出全体に占める構成比も、０．８ポイント低下（28年度 ５０．５％ → 29年度 ４９．７％）。 

25 26 

（単位：億円）

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

181 192 201 235 152 156 151 155 143



  ・県経済の活性化や県民の安全・安心に資する事業に「選択と集中」を徹底。 
 

    骨格幹線道路ネットワークの形成（枚方大和郡山線等） 

   紀伊半島アンカールートの整備促進（国道１６８号辻堂バイパス等） 

   主要なプロジェクトを計画的に推進 

    平城宮跡周辺の魅力向上、大宮通り新ホテル・交流拠点整備、（仮称）登大路バスターミナル、 

    （仮称）国際芸術家村整備、ＮＡＦＩＣを核とした賑わいづくり 等 

   水害、土砂災害、地震などに備え、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策を推進 

   インフラ老朽化対策の計画的な推進     など 
 

  ・単独事業費は、 28年度に、防災行政通信ネットワークの再整備や、農業研究開発セン 

  ターの整備を実施したこと等により、29年度は前年度に比べ減少。 

 
  ・国直轄事業費負担金は、京奈和自動車道大和御所道路御所南IC～五條北ICの29年度 

  供用開始に向け、28年度に事業が進捗したこと等により、 29年度は前年度に比べ減少。 

普通建設事業費 

  ６２，２５２ ［６８，８６０］ △６，６０８ △９．６％ 
   うち補助事業費              39,016［39,240］ △  224  △  0.6% 
     単独事業費             14,422［19,489］ △5,067  △26.0% 
     国直轄事業費負担金   8,814［10,131］ △1,317  △13.0% 

単位：百万円、［  ］内は28年度決算額 

７ 

補助費等 １３３，７５１ ［１３０，６５９］ ＋３，０９２ ＋２．４％ 

 ・県税収入が増加したことに伴い、県税交付金等が増加（＋3,090）。 
 
  ・国の社会保障制度に関する経費は、後期高齢者医療制度関係経費（＋642）、障害者自 
        

     立支援給付（＋366）、介護給付費負担金（＋333）の増等により引き続き増加。 
 
  ・国予算を活用した基金を財源とする再生可能エネルギー等導入推進事業が、28年度で 
   

   終了（△1,010）。     

災害復旧事業費 ２，４３０ ［１，９７２］ ＋４５８ ＋２３．２％ 

  ・平成29年台風第21号豪雨により被災した公共土木施設の災害復旧により増加。 

作成中 

維持補修費 ４，２３１ ［３，４９１］ ＋７４０ ＋２１．２％ 

  ・平成29年台風第21号豪雨により被災した道路・河川等の応急修繕、道路除雪費の増など 
   

  により増加。 

  

   ・補助事業費は、公共事業にかかる前年度からの繰越事業が減少したことや、五條病院の 
     

   整備が28年度に完了したこと等により、29年度は前年度に比べ減少。 
 



８ 

（２） 目的別 

貸付金    １，４１９［２，１１７］ △６９８ △３３．０％ 

  ・「奈良モデル推進」貸付金（△453）、南和広域医療企業団に対する貸付金（△470）の減 
      

  などにより減少。 

単位：百万円、［  ］内は28年度決算額 

積立金    １６，３１２［９，１１７］ ＋７，１９５ ＋７８．９％ 

 ・地域・経済活性化基金積立金（＋4,352）や地域振興基金積立金（＋2,539）、国民健康保険 
     

  財政安定化基金積立金（＋1,683）が増加したこと等により増加。 

 (単位：百万円、％）

平成29年度 平成28年度
決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ

議 会 費 1,067 1,101 △ 34 △ 3.1

総 務 費 21,671 21,908 △ 237 △ 1.1

地 域 振 興 費 22,878 20,731 2,147 10.4

健 康 福 祉 費 84,163 80,053 4,110 5.1

医 療 政 策 費 14,795 17,175 △ 2,380 △ 13.9

く ら し 創 造 費 3,727 3,659 68 1.9

雇 用 政 策 費 1,010 1,181 △ 171 △ 14.5

農 林 水 産 業 費 12,406 15,262 △ 2,856 △ 18.7

産 業 振 興 費 3,806 4,004 △ 198 △ 4.9

県土マネジメント費 59,581 56,456 3,125 5.5

警 察 費 28,080 28,531 △ 451 △ 1.6

教 育 費 108,361 109,936 △ 1,575 △ 1.4

災 害 復 旧 費 2,328 1,971 357 18.1

公 債 費 78,809 80,029 △ 1,220 △ 1.5

諸 支 出 金 41,246 38,064 3,182 8.4

予 備 費 0 0 0 0.0

合 計 483,928 480,061 3,867 0.8

比 較
款　　別



 
 ◇歳入・歳出とも、２８年度に比べ、それぞれ３１億円、３８億円増加したものの、 
   

  翌年度に繰り越す財源が７億円減少したことから、収支額は前年度と同水準。 
 

 

 

                       実質収支  28年度 18億4百万円  →  29年度   18億17百万円 
                                          (＋13百万円)  

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

４ 収支の状況 

９ 
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 ＜参考＞ 
 

   県債残高 29年度末 10,501億円 ( 28年度末 10,616億円 △115億円 ) 
 

          うち交付税措置がなく県税等で償還する額 
               3,774億円 ( 28年度末  3,873億円  △99億円 ) 
 

   交付税措置がない県債残高の県税収入に対する割合 
        29年度末       3.1倍 ( 28年度末     3.4倍   △0.3倍 ) 
 

   財政調整基金の残高 
         29年度末    265億円 ( 28年度末   255億円  ＋10億円 )           

25 

25 

26 

26 

   ・投資的経費に充当する通常債は、28年度に、整備が本格化したプロジェクトの財源として 
   

  防災行政通信ネットワーク再整備事業債（△3,191）や農業研究センター整備事業債 
   

  （△2,534）を発行したことなどにより、29年度は前年度に比べ減少。 
 

   ・引き続き「選択と集中」の徹底を図るとともに、交付税措置のない県債の発行を抑制。 

 
   ・県債残高は、28年度に引き続き、３年連続決算ベースで減少。 
  
   平成２９年度末県債残高 １０，５０１億円（ 28年度末 １０，６１６億円） △115億円 
 

    平成２９年度末県債残高のうち、交付税措置がなく、県税等で償還する額 
                       ３，７７４億円（ 28年度末  ３，８７３億円） △ 99億円 

決算額一般財源内訳 (単位：百万円)

平成29年度 平成28年度

決　算　額 決　算　額
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ

ａ 373,564 366,926 6,638 

8,352 10,404 △ 2,052 

ｂ 370,013 362,936 7,077 

ｃ 3,551 3,990 △ 439 

ｄ 1,734 2,186 △ 452 

1,817 1,804 13 実 質 収 支 ( ｃ － ｄ )

増　減　額
区 分

8,690 

そ の 他

356,522 365,212 

翌 年 度 繰 越 （ 一 般 財 源 ）

歳 入 （ 一 般 財 源 ）

歳 出 （ 一 般 財 源 ）

差 引 （ ａ － ｂ ）

主 要 な 一 般 財 源

県税､地方消費税清算金、地方譲与税、

地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債



５ 特別会計の状況 

１０ 

済 

(単位：百万円、％）

平成28年度

最 終 予 算 額 歳 入決 算額 歳 出決 算額 差 引 歳 出決 算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

公立大学法人
県立医科大学
関 係 経 費

8,748 8,453 8,453 0 11,093 △ 2,640 △ 23.8

県 営 競 輪
事 業 費

14,422 14,469 14,345 124 13,564 781 5.8

自 動 車
駐 車 場 費

287 292 283 9 276 7 2.5

母子父子寡婦
福 祉 資 金
貸 付 金

138 176 97 79 106 △ 9 △ 8.5

農 業 改 良
資 金 貸 付 金

96 94 42 52 50 △ 8 △ 16.0

中小企業振興
資 金 貸 付 金

528 1,516 481 1,035 1,103 △ 622 △ 56.4

証 紙 収 入 3,728 3,748 3,561 187 3,347 214 6.4

流 域 下 水 道
事 業 費

12,837 11,261 9,532 1,729 10,269 △ 737 △ 7.2

林業改善資金
貸 付 金

195 295 110 185 97 13 13.4

中央卸売市場
事 業 費

645 634 612 22 592 20 3.4

公 債 管 理 156,193 155,542 155,542 0 158,539 △ 2,997 △ 1.9

育 成 奨 学 金
貸 付 金

170 990 112 878 133 △ 21 △ 15.8

地方独立行政
法人県立病院
機構関係経費

23,365 22,811 22,811 0 15,095 7,716 51.1

（ 病 院 事 業
清 算 費 ）

－ － － － 1,005 △ 1,005 皆減

合 計 221,352 220,281 215,981 4,300 215,269 712 0.3

【参　　考】 (単位：百万円、％）

平成28年度

最 終 予 算 額 収 入決 算額 支 出決 算額 差 引 支 出決 算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

収入  11,637

支出  10,538

比 較

会 計 名

平 成 29 年 度

公 営 企 業
会 計

(収益的収支)

平 成 29 年 度 比 較

9,859 △ 184 △ 1.9
水道用水供給
事 業 費

11,698 9,675 2,023



 
◇「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行に伴い、１９年度決算 
   

   から健全化判断比率等を算定。 
         一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画等の策定が必要。   
◇本県の指標は、いずれも基準をクリア。  

６ 財政状況の指標（速報値） 

１１ 

公営企業の資金不足比率 

※今後の精査により、数値に異動 

 が生じることがあります。 

健全化判断比率 

H29本県数値 H28本県数値 早期健全化基準 財政再生基準

「 － 」
(△0.62％)

「 － 」
(△0.61％)

3.75% 5%

「 － 」
(△7.06％)

「 － 」
(△6.39％)

8.75% 15%

10.5% 11.3% 25% 35%

157.6% 160.6% 400% ―

　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字がないため、（　　）内に黒字の比率を△で表している

　※　早期健全化基準 ： 自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準

　　　　　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

　※  財政再生基準    ： 国の関与による確実な再生が必要な水準

　　　　　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

 実質赤字比率
　・一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）の
　  実質赤字の比率

 連結実質赤字比率
　・全ての会計の実質赤字の比率

 実質公債費比率
　・公債費・公債費に準じた経費の比重を示す比率

 将来負担比率
　・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき
    実質的な負債を捉えた比率

H29本県数値 H28本県数値 経営健全化基準

―
(△196.1%)

―
(△177.6%)

―
(△22.1%)

―
(△21.3%)

―
(△4.0%)

―
(△6.2%)

　※　資金不足がないため、（　　）内に資金剰余の比率を△で表している

　※　経営健全化基準 ： 自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準

　　　　　→ 経営健全化計画の策定、外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

20%

 中央卸売市場事業

 水道用水供給事業

 流域下水道事業
 資金不足比率
　・公営企業ごとの資金不足の比率



指標の算定対象 

１２ 

○一般会計

○特別会計

公立大学法人奈良県立医科大学

　　　　　　　　　　　　　　　関係経費特別会計

奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

奈良県農業改良資金貸付金特別会計

奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計

奈良県証紙収入特別会計

奈良県林業改善資金貸付金特別会計

奈良県公債管理特別会計

奈良県育成奨学金貸付金特別会計

地方独立行政法人奈良県立病院機構

　　　　　　　　　　　　　　　関係経費特別会計

奈良県営競輪事業費特別会計

奈良県自動車駐車場費特別会計

奈良県水道用水供給事業費特別会計

奈良県流域下水道事業費特別会計

奈良県中央卸売市場事業費特別会計

○一部事務組合

南和広域医療企業団

○広域連合

関西広域連合

○土地開発公社

奈良県土地開発公社

○地方道路公社

奈良県道路公社

○地方独立行政法人

公立大学法人奈良県立医科大学

地方独立行政法人奈良県立病院機構

公立大学法人奈良県立大学

○損失補償債務のある設立法人

(公財)奈良県地域産業振興センター

一部事務組合・広域連合

地方公社・第３セクター等

地
方
公
共
団
体

一般会計　　

特別会計　　

公営事業会計

公営企業
会計

一般会計等

将
来
負
担
比
率

実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

資
金
不
足
比
率 公営企業ごとに算定



１３ 

財政健全化法のしくみ 

早期健全化基準 　　 財政再生基準

公営企業の経営健全化基準

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 一般会計及び特別会計（公営事業会計及び公営企業会計を除く）　＝一般会計等

＜内 容＞ 実質赤字（歳入－歳出－翌年度に繰り越すべき財源 が▲となった額）の標準財政規模に対する比率

※標準財政規模 ： 地方公共団体が標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指標

　　　標準税収入（普通交付税の算定に用いる各団体の収入）＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 一般会計及び全ての特別会計

＜内 容＞ 全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合

＜内 容＞ 一般会計等が負担する地方債の元利償還金及びこれに準じるもの（満期一括償還地方債の１年当た

り償還相当額、公債費に準じる債務負担行為に基づく支出 等）の標準財政規模に対する比率

＜種 類＞ 負債の総額の状況を表すストック指標

＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合、地方公社、損失補償債務のある法人等

＜内 容＞ 一般会計等が将来負担すべき負債総額の標準財政規模に対する比率

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 公営企業ごと

＜内 容＞ 資金不足額（流動負債－流動資産）の事業規模（営業収益）に対する比率

指標の整備と
情報開示の徹底

［健全化判断比率］
・フロー指標

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率
・ストック指標

④将来負担比率
［公営企業の資金不足比率］

資金不足比率

→監査委員の審査に付し、
議会に報告、公表

健全段階

自主的な改善努力

による財政健全化

・財政健全化計画の策定

・外部監査の義務付け

・実施状況を毎年度議会に

報告、公表

・早期健全化が著しく困難と

認められるときは、総務大

臣が必要な勧告を行う

財政の

早期健全化

国等の関与による

確実な再生

・財政再生計画の策定

・外部監査の義務付け

・計画は、総務大臣に協議し

同意を求めることができる
【同意無】
・災害復旧等を除き起債を制限

【同意有】

・収支不足額を振り替えるため、

再生振替特例債の起債可

・財政運営が計画に適合しな

い場合、予算変更等を勧告

財政の再生

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

公営企業の資金不足比率



１４ 

県債の状況 
参考資料 



１５ 

54.8%

57.7%
58.2% 58.9%

61.0%
62.1% 63.0% 63.5% 64.1% 64.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

残高に占める交付税
措置額の割合

2,441 2,956 3,314 3,644 3,981 4,256 4,430 4,533 4,602 4,560

4,580 4,390 4,384 4,346 4,163 4,052 3,959 3,873 3,774 3,707

3,113 3,021 2,779 2,578 2,532 2,392 2,310 2,211 2,125 2,025

10,134 
10,367 10,478 10,568 10,676 10,700 10,699 10,616 10,501

10,292

1,107 1,050 1,026 1,043 1,069 1,078 1,165 1,155 1,210 1,224

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

（億円） 県債残高及び県税収入の推移
（H29までは決算額、H30は当初予算額）

県税収入額

・表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある。

臨時財政対策債等（全額交付税措置）
通常債（交付税措置分）
通常債等（交付税措置なし）

交付税未措置額
／県税収入額3.4倍 3.4倍 3.0倍4.1倍 4.2倍 4.3倍 4.2倍 3.9倍 3.8倍

交付税措置あり

交付税措置なし

6,744 6,585
5,553 5,976

6,094
6,222 6,513 6,648 6,740

うち臨時財政

対策債等

6,727

3.1倍



１６ 

自主財源の割合：県税（地方消費税清算後）、分担金負担金、使用料手数料、財産収入、寄附金、 

            繰入金、繰越金、諸収入の合計額が歳出総額に占める割合 

県税の状況 

H30は、30年１月１日人口に置換え必要（総務省公表待ち） 



１７ 

公債費の状況 

基金の状況 



１８ 

（１）義務的経費の状況 

歳出の状況 

【人件費の推移】 （単位：億円）

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

人件費 1,612 1,612 1,616 1,607 1,440 1,500 1,478 1,477 1,469 1,476

＜Ｈ28→Ｈ29 　△8、△0.6％＞

　うち退職手当 181 192 201 235 152 156 151 155 143 141

＜Ｈ28→Ｈ29　△12、△7.5％＞

　うち退職手当以外 1,431 1,420 1,415 1,372 1,288 1,344 1,327 1,322 1,326 1,335

＜Ｈ28→Ｈ29 　＋4、＋0.2％＞

※　Ｈ29までは決算額、Ｈ30は当初予算額



（２）主な社会保障関係経費の状況 

（３）普通建設事業の状況 

１９ 


